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Ⅰ 趣旨 

川俣町では、川俣町立川俣幼稚園、川俣南幼稚園、富田幼稚園、福田幼稚

園、すみよし保育園を公私連携幼保連携型認定こども園へ移行することとして

いる。この公私連携幼保連携型認定こども園とは、就学前の子どもに関する教

育・保育等の総合的な推進に関する法律（以下「認定こども園法」という。）

第３４条に規定する公私連携幼保連携型認定こども園を指し、設置及び運営の

主体となる民間事業者（公私連携法人）が本町と協定を締結し、運営に必要な

人員配置や教育・保育内容等について、本町の関与を受けながら、安定的な運

営及び教育・保育の提供を行う施設である。民間事業者（公私連携法人）の選

定に当たっては、本町の保育の量と質の向上に総合的に資することができる、

より優れた事業内容を採用するため、公募による選考を実施する。 

Ⅱ 募集対象施設 

１ 認定こども園の概要 

以下に示す事項のほか、添付する基本設計図(別紙１)を参照すること。 

(1) 共通事項 

ア 所在 川俣町字川原田４６番地 

イ 都市計画区域 第一種住居地域 

(2) 土地 敷地面積 １６，７９０.０８㎡（現況） 

(3) 建物 

ア 建築年月 校舎棟 昭和５９年１０月 ほか 

イ 構造等 校舎棟 ＲＣ造２階建て 

ウ 延床面積 ４，１０２．６０㎡ 

２ 移行する認定こども園の類型（運営方式） 

公私連携幼保連携型認定こども園 

３ 定員設定 

町全体の保育需要の受け皿としての役割及び就学前児童の教育部分利用

の需要の受け皿としての役割を果たすことができる施設とするため、１号

認定子ども及び２号、３号認定子ども（０歳児からの受入れ）の定員設定

を必須とし、次表を参考として概ね２１５名の認可定員とすることを基本

とする。 ただし、これを基本として、他の定員設定の提案を妨げるもので

はない。 
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（参考） 

区 分  ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

１号認定子ども － － － ２５ ２５ ２５ ７５ 

２号認定子ども － － － ２５ ２５ ２５ ７５ 

３号認定子ども ２０ ２０ ２５ － － － ６５ 

合 計  ２０ ２０ ２５ ５０ ５０ ５０ ２１５

４ 開園予定年月日 令和５年４月１日 

５ 開園までの全体スケジュール（予定） 

・公私連携法人候補者の選定   令和４年 １月 

・仮協定の締結         令和４年  ２月 

・本事業に必要な議会の議決   令和４年  ３月 

・協定の締結          令和４年  ３月 

・公私連携法人の指定      令和４年  ４月 

・施設改修（設計及び工事）   令和４年度（町施工） 

・公私連携幼保連携型認定こども園開園   令和５年４月 

※詳細は、公私連携法人と町が協議のうえ、取り決めるものとする。 

スケジュールは変更の場合有り。 

Ⅲ 施設に係る諸条件 

１ 土地 

公私連携幼保連携型認定こども園の事業の用に供する土地は、公私連携

法人に無償で貸し付ける。 

２ 建物 

公私連携幼保連携型認定こども園の事業の用に供する建物は、本町が公

私連携幼保連携型認定こども園の運営に必要な改修を行い、公私連携法人

に無償で貸し付ける。 

３ 備品等 

原則、公私連携法人に無償で貸し付ける。ただし、本町が指定する備品

等については、この限りではない。 

４ 駐車場 

職員用及び保護者送迎用駐車場は本町が貸し付ける敷地内に確保する。 
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Ⅳ 運営に係る諸条件 

１ 法令順守 

認定こども園法、基準省令、県条例、川俣町特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例、その他の関連法令を

遵守し、適正な施設運営を実施するとともに、幼保連携型認定こども園教

育・保育要領に基づく教育・保育を実施すること。 

２ 名称 

公私連携幼保連携型認定こども園の名称は、公私連携法人と本町との間 

で別途協議のうえ定めるものとする。 

３ 開園日 

公私連携幼保連携型認定こども園の開園日は、月曜日から土曜日（国民

の祝日に関する法律に規定する休日及び１２月２９日から１月３日までの

期間を除く。）までとする。ただし、これを超えて開園日を提案すること

を妨げるものではない。 

４ 開園時間 

１日１１時間以上の開園とする。 

５ 地域子ども・子育て支援事業 

２号及び３号認定子どもに対する延長保育事業及び１号認定子どもに対

する一時預かり事業（幼稚園型） の実施は必須とする。また、地域の子育

て環境の充実に資すると見込まれる地域子ども・子育て支援事業の実施に

ついて、施設計画との整合性を図ったうえで提案することができる。 

６ 給食 

給食は、１号認定子どもを含めすべての園児に提供すること。３号認定

子どもへは自園調理によるものとし、１号、２号認定子どもへの提供方法

等については、別途協議のうえ決定する。 

７ 特別な支援を要する子ども及び保護者への対応 

障がい児及び発達支援を要する子ども及び保護者ヘの対応に係る支援体

制を整備するとともに、その受入について、入所調整等に協力すること。 
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８ 園内行事等について 

保護者の信仰の多様性に配慮し、宗教的な行事又は催事等を実施しない

こと。ただし、クリスマス会等一般的に社会に定着していると思われる行

事についてはこの限りでない。 

９ 既存園からの円滑な引継 

（1）継続児童の受入れ 

公私連携幼保連携型認定こども園開園日の前日における川俣南幼稚

園、富田幼稚園、すみよし保育園の在園児については、公私連携幼保連

携型認定こども園への入園を希望する全員を受け入れること。また、特

に保護者の意思表示がない限り、卒園までの教育・保育を継続して提供

すること。 

（2）合同保育の実施 

円滑な引継を進めるため、川俣南幼稚園、富田幼稚園、すみよし保育

園と連携して、公私連携幼保連携型認定こども園開園前の合同保育をは

じめとする対策を講じること。 

（3）地域連携 

地域の特色を生かした施設運営、地域住民及び小学校とのつながり等 

これまでの町の歴史を尊重した教育・保育の実施に係る考え方について

提示すること。  

（4）保護者対応 

保護者の新たな経済的負担や保育環境の変化に関して、配慮すべき対

策を提示すること。 

Ⅴ 応募資格 

応募資格を有する民間事業者は、子ども・子育て支援法等の関係法令等を遵

守するとともに、認定こども園を運営するために要する資力・信用・技術・意

欲を有し、応募時点において、次に掲げるすべての事項に該当する者とする。 

(1) 川俣町内に事業所等が所在する学校法人又は社会福祉法人（以下「法人

等」という。）であること。 

(2) 本募集要項に係る認定こども園の運営を自ら実施する法人等であるこ

と。 

(3) 民事再生法又は破産法等に基づく 手続開始の申立てがなされていない 

こと。 

(4) 法人等が現に運営している施設に対する所管庁の監査・実施指導等にお

いて、過去３年以内に重大な文書指摘等を受けていないこと。 
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(5) 過去に当該法人等の責めに帰すべき事由により、本町及びその他の地方

公共団体から指定管理者の指定を取り消されていないこと。 

(6) 直近２年間において、国税、地方税及び水道料金のいずれにも滞納がな

いこと。 

(7) 暴力団等又はこれに準ずるものでないものとして、次に掲げるいずれ 

にも該当しないこと。 

ア 法人等の役員等又は法人等を構成する者（以下この号において「役員

等」という。）が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団員でな

くなった日から５年を経過していない者（以下「暴力団員等」とい

う。）であるとき。 

イ 法人等の役員等が、自団体、自己若しくは第三者に損害を与えること 

を目的として、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第２条第２号に規定する暴力団をいう。）の威力又は暴力団員等を利

用していると認められるとき。 

ウ 法人等の役員等が、暴力団員等に対して資金を供給し、又は便宜を供 

与するなど積極的に暴力団の維持、運営等に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

エ 法人等の役員等が、暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

オ 法人等の役員等が、暴力団員等であることを知りながら、これを不当 

に利用していると認められるとき。 

カ 法人等の役員等が、暴力団員等を法人等が設置する施設の管理・運営 

業務に従事させ、又は当該業務の補助者として使用するおそれがあると

き。 

キ 暴力団員等が、法人等の運営に実質的に関与していると認められると

き。 
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Ⅵ 募集の実施 

１ 募集スケジュール 

令和３年１２月 １日（水） 募集要項等の公表・配布 

１２月１５日（水） 募集要項に関する質問の受付期限 

１２月２４日（金） 募集要項に関する質問に対する回答の公表 

令和４年 １月 ４日（火） 提案書類受付開始 

１月２０日（木） 提案書類受付期限 

２ 募集要項等の公表・配布 

本町ホームページに掲載し、様式データ等についてはダウンロードによ

り配布に代える。 

３ 募集要項等に関する質問の受付 

募集要項に関する質問の受付は、次により行う。 

（1）受付期限 令和３年１２月１５日（水） 

午後５時１５分まで必着（期限を過ぎた質問には回答しない。） 

（2）質問方法 質問書（様式第１号）に質問内容を簡潔明瞭に記載し、次 

の電子メールアドレスに送信すること。なお、電話又はファックスでの

質問は受け付けない。 

・電子メールアドレス：kosodate@town.kawamata.lg.jp 

（3）提出確認 電子メールを受領した場合は、本事業担当課から受領メール

を返信する。返信がない場合は、担当課に電話で問い合わせ確認するこ

と。 

４ 募集要項に関する質問回答の公表 

募集要項に関する質問回答の公表は、次により行う。 

（1）公表日 令和３年１２月２４日（金） 

（2）公表方法 本町ホームページに掲載 

５ 提案書類の提出及び方法等 

提案書類は次により提出するものとする。 

（1）提出期間 

ア 受付開始 令和４年１月４日（火） 

イ 提出期限 令和４年１月２０日（木）午後５時１５分まで必着 

（2）提出先及び提出方法 

川俣町子育て支援課幼児教育係への郵送又は持参とする。 



7 

（3）提出書類 

提出書類は次のとおりとする。様式の定めのない場合は任意様式とし、

用紙サイズは原則としてＡ４とする。なお、必要に応じて書類の追加提出

を求める場合がある。 

ア 提案書類提出書（様式第２号及び第２－１号） 

イ 応募の動機及び施設運営に関する考え方（様式第３号） 

ウ 幼児教育・保育の実施に関する提案（様式第４号） 

エ 引継に関する提案（様式第５号） 

オ 法人登記簿（履歴事項全部証明書） 

カ 法人の寄附行為又は定款の写し 

キ 役員名簿 

ク 代表者の履歴書 

ケ 決算書類（収支計算書、貸借対照表、財産目録等：直近３年度分） 

コ 予算書（令和３年度分） 

サ 法人の印鑑証明書（提出書印） 

シ 誓約書（様式第６号） 

（4）提出部数等 

提案書類は正本１部及び副本５部とし、ＵＳＢメモリその他の媒体によ

り電子データを併せて提出すること。 

（5）応募の無効 

次のいずれかに該当する場合は、提案を無効とする。 

ア 応募資格がない者が行った提案 

イ 団体の代表者以外の者が行った提案 

ウ 提案書類その他の提出書類に虚偽の記載がある提案 

エ 応募者の意思表示が不明確である提案 

（6）募集の中止等 

募集及び審査を公正に行うことができないと認められるときは、当該応

募者を参加させず、または募集を延期、若しくは取り止めることがある。 

６ 提案に関する留意事項 

（1）募集要項の承諾 

応募者は、提案書類の提出をもって、募集要項の内容を承諾したもの 

とする。 
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（2）費用負担 

提案に要する費用は、すべて応募者の負担とする。 

（3）提案書類の取扱 

ア 公表等及び著作権等 本事業に関する応募書類の著作権は、応募者に 

帰属するものとする。ただし、選定事業者の公表時、その他町が必要

と認めるときには、町は書類の全部または一部を、応募者の承諾を得

たうえで、無償で使用できるものとする。 

イ 特許権等 本事業に関する応募書類の内容に含まれる特許権、実用新

案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づいて保護される第三者

の権利の対象となっている事業手法又は維持管理方法等を使用した結

果生じた責任は、原則として応募者が負うものとする。 

ウ 提出された書類等は返却しない。 

エ 提出された書類等の内容変更、差替え等は、審査の執行上町から特に

指示のあった場合以外は、原則として認めない。 

（4）町が提供する書類等の取扱 

町が提供する書類等は、本事業検討以外の目的で使用してはならない。 

Ⅶ 公私連携法人候補者の決定及び公表に関する事項 

１ 選定委員会 

本事業に関する応募内容を総合的に審査するため、本町に選定委員会を

設置する。選定委員会においては、書類審査により公私連携法人候補者を

選定する。 

２ 書類審査の実施 

公私連携法人候補者の提案審査は、次により実施する。 

(1) 評価基準 

書類審査は、以下の項目について、公平かつ客観的に評価・採点し、最

高得点者を公私連携法人候補者として選定する。 

ア 教育・保育の実施に関する評価 

・幼児教育・保育の理念及び方針 

・幼児教育・保育の実施に係る具体的内容 

・幼児教育・保育の質向上に向けた取組 

・幼稚園、保育園、認定こども園等の運営実績 

・特別な支援を要する子ども等への対応 
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・家庭及び保護者との信頼関係構築の取組 

・入園児の安全の確保 

・地域子育て支援事業の取組 

・その他（登降園時の送迎対応等） 

イ 経営管理に関する評価 

・法人の財政状況の安定性 

ウ 引継に関する評価 

・保育環境の変化に対する対応 

・地域連携の取組 

・保護者の新たな負担への配慮 

（2）審査結果の通知 

審査結果は、全ての応募者に通知する。なお、当該通知は他の応募者の

名称は伏して行い、評価内容についての質問には回答しない。 

３ 公私連携法人候補者の決定及び公表 

公私連携法人候補者の決定及び公表は、次により行う。 

（1）選定委員会の審査結果を受け、公私連携法人候補者を決定する。 

（2）公私連携法人候補者に対して、決定の旨を速やかに文書で通知する 

とともに、町ホームページに掲載する。 

４ 協定の締結及び公私連携法人の指定 

公私連携法人候補者の決定後、公私連携法人候補者との協定の締結及び公

私連携法人の指定は、次のとおり行うものとする。 

（1）仮協定の締結 

本町と公私連携法人候補者は、認定こども園法第３４条第２項に規定する

協定項目について協議し、協議成立後、仮協定を締結する。 

（2）協定の締結 

本町と公私連携法人候補者は、本町議会において本事業に必要な議案の議

決後、認定こども園法第３４条第２項に規定する協定を締結する。 

協定の有効期間は、令和５年４月１日から１０年間とする。なお、有効期

間の更新については、本町と公私連携法人において協議するものとする。 

（3）公私連携法人の指定 

協定の締結後、本町は、公私連携法人候補者を認定こども園法第３４条第

１項の規定に基づき、公私連携法人として指定する。 

（4）公私連携法人の指定を行わない場合の補償 

公私連携法人の指定に必要な議案の議決等を得られなかった場合又は公

私連携法人候補者の責により本町が公私連携法人の指定を行わない場合に
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あっては、公私連携法人候補者が本募集要項に従って支出した費用等につ

いて、町は一切の補償の義務を負わないものとする。 

（5）協定に定める事項 

ア 協定の目的となる公私連携幼保連携型認定こども園の名称及び所在地 

イ 公私連携幼保連携型認定こども園における教育・保育及び地域子育て 

支援事業に関する基本的事項 

ウ 町による必要な設備の貸し付け、譲渡その他の協力に関する基本的 

事項 

エ 協定の有効期間 

オ 協定に違反した場合の措置 

カ その他公私連携幼保連携型認定こども園の設置及び運営に関し必要な 

事項 

Ⅷ その他の事項 

１ 情報の提供 

本募集要項に定めることのほか、募集に関して必要な事項が生じた場合

は、町ホームページに掲載して情報を提供する。 

２ 添付資料 

別紙１ 基本設計図 


